
 

湖北地域消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和７年９月３日 

 

                  湖北地域消防組合管理者  角 田 航 也 

 

 湖北地域消防組合条例第４号 

 

湖北地域消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 湖北地域消防組合職員の給与に関する条例（平成18年湖北地域消防組合条例第25号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「通勤手当」の次に「、単身赴任手当」を加える。 

第１３条第１項及び第２項を次のように改める。 

住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員（規則で定める職員を除く。）に支

給する。 

（１）自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。）を借り受け、月額

１６，０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員 

（２）第１４条の２第１項の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条において同

じ。）が居住するための住宅を借り受け、月額１６，０００円を超える家賃を支払

っているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認められるものとして規則

で定めるもの 

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額（当

該各号のいずれにも該当する職員にあっては、当該各号に定める額の合計額）とする。 

（１）前項第１号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に定め

る額（その額に100円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）に相当す

る額 

ア 月額２７，０００円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から１６，００

０円を控除した額 

イ 月額２７，０００円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から２７，０

００円を控除した額の２分の１（その控除した額の2分の1が17,000円を超えるとき

は、17,000円）を１１，０００円に加算した額 

（２）前項第２号に掲げる職員 前号の規定の例により算出した額の２分の１に相当

する額（その額に100円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額） 

第１４条第１項第１号中「ため交通機関」の次に「又は有料の道路（以下この条にお

いて「交通機関等」という。）」を、「職員（交通機関」の次に「等」を、「あって交通

機関」の次に「等」を加え、同条第２項第１号を次のように改める。 

（１）前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則で定めるところにより算

出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（次項及び



 

第4項において「運賃等相当額」という。） 

第１４条第２項第３号中「（1月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が

55,000円を超えるときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単

位期間につき、55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同条中第

６項を第８項とし、第３項から第５項までを２項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の２項を

加える。 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となった者のうち、第１項第１号又は第３号に掲げ

る職員で、当該適用の直前の住居（当該住居に相当するものとして規則で定める住居を

含む。）からの通勤のため、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他の交

通機関等（第1号及び次項において「新幹線鉄道等」という。）を利用し、その利用に

係る特別料金等（その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃

等に相当する額を減じた額をいう。第1号において同じ。）を負担することを常例とす

るもの（任用の事情等を考慮して規則で定める職員に限る。）の通勤手当の額は、前項

の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

（１）新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当 支給単位期間につき、

規則で定めるところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する特別料

金等の額に相当する額（次項において「特別料金等相当額」という。） 

（２）前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 

４ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が2以上ある場

合においては、その合計額）、第２項第２号に定める額及び特別料金等相当額をその支

給単位期間の月数で除して得た額（新幹線鉄道等が2以上ある場合においては、その合

計額）の合計額が１５万円を超える職員の通勤手当の額は、前２項の規定にかかわらず、

当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、１５万円

に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（単身赴任手当） 

第１４条の２ 公署を異にする異動に伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の規則で定

めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった職員で、当

該異動の直前の住居から当該異動の直後に在勤する公署に通勤することが通勤距離等を

考慮して規則で定める基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活

することを常況とする職員には、単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居から

在勤する公署に通勤することが、通勤距離等を考慮して規則で定める基準に照らして困

難であると認められない場合は、この限りでない。 

２ 単身赴任手当の月額は、３０，０００円（規則で定めるところにより算定した職員の

住居と配偶者の住居との間の交通距離（以下「交通距離」という。）が規則で定める距

離以上である職員にあっては、その額に、70,000円を超えない範囲内で交通距離の区分

に応じて規則で定める額を加算した額）とする。 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となったことに伴い、住居を移転し、父母の疾病そ

の他規則で定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなっ



 

た職員で、当該適用の直前の住居から当該適用の直後に在勤する公署に通勤することが

通勤距離等を考慮して規則で定める基準に照らして困難であると認められるもののうち、

単身で生活することを常況とする職員その他第１項の規定による単身赴任手当を支給さ

れる職員との権衡上必要があると認められるものとして規則で定める職員には、第２項

の規定に準じて、単身赴任手当を支給する。 

４ 前３項に規定するもののほか、単身赴任手当の支給の調整に関する事項その他単身赴

任手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

第２５条第１項中「、第１１条及び第１３条」を「及び第１１条」に改める。 

第３０条第２号から第４号まで及び第６号中「扶養手当」の次に「、地域手当」を加え

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（通勤手当及び単身赴任手当に関する経過措置） 

２ 湖北地域消防組合職員の給与に関する条例第１４条第３項及び第１４条の２第３項の

規定は、施行日前に新たに給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

（規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は規則で定める。 


